
番　号 3-2 所管府省名

特定・非特定
の別

特定

１ 組織名及び職員数等

非常勤

61人 16人

プロパー職員数 40人 16人

所管官庁からの出向者数 19人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

2人 0人

発足時 61人 13人

旧組織からの移行者（プロパー職員）数 35人 12人

所管官庁からの出向者数 23人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

0人 0人

3人 1人

同  上 61人 21人

旧組織からの移行者（プロパー職員）数 26人 7人

所管官庁からの出向者数 26人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

5人 13人

4人 1人

同  上 63人 16人

旧組織からの移行者（プロパー職員）数 30人 0人

所管官庁からの出向者数 25人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

4人 15人

4人 1人

同  上 61人 19人

旧組織からの移行者（プロパー職員）数 30人 0人

所管官庁からの出向者数 2人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

2人 19人

27人 0人

同  上 62人 18人

旧組織からの移行者（プロパー職員）数 31人 0人

所管官庁からの出向者数 2人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

2人 18人

27人 0人その他（国立大学法人、自治体からの出向）

移行後の採用者数

その他（国立大学法人、自治体からの出向）

平成１７年４月１日現在

移行後の採用者数

平成１５年４月１日現在

移行後の採用者数

その他（自治体からの出向）

平成１６年４月１日現在

その他（自治体からの出向）

平成１４年４月１日現在

移行後の採用者数

その他（自治体からの出向）

その他（自治体からの出向）

独立行政法人国立オリンピック記念青少年総合センター

（平成１３年４月１日現在）

移行後の採用者数

職員数（役員を除く）

常　　　勤

移行前（発足時の前日） 国立オリンピック記念青少年総合センター

調 査 票

独立行政法人名

文部科学省

旧独立行政法人国立オリンピック記念青少年総合センター

組　　　　　　織　　　　　名



２ 指定職又は役員数等

非常勤

1人 0人

発足時（平成１３年４月１日現在） 2人 2人

0人 0人

2人 2人

0人 0人

2人 2人

0人 0人

1人 2人

0人 0人

2人 2人

0人 0人

移行前（発足時の前日）

役員数等

常　勤

移行前において指定職・役員であった者の数

移行前において指定職・役員であった者の数

平成１４年４月１日現在

移行前において指定職・役員であった者の数

平成１５年４月１日現在

移行前において指定職・役員であった者の数

平成１６年４月１日現在

移行前において指定職・役員であった者の数

平成１７年４月１日現在



３ 指定職・役員給与総額及び個人別給与年額

発足時（平成13年度：13年4月～14年3月）

平成１４年度　

平成１５年度　

平成１６年度　

平成１７年度　

発足時（平成13年4月～14年3月）

平成１４年度

平成１５年度

平成１６年度

平成１７年度

（注）　役員は、非常勤を含む

４　役員氏名等 該当なし
（当該法人は平成19年４月１日現在存在しない。）

５　退職金支給総額等 引き続き調査中

６　独立行政法人評価委員 引き続き調査中

監事（非常勤） 204千円

監事（非常勤）

204千円

204千円

理事長

監事（非常勤）

監事（非常勤）

理事（９月）

監事（非常勤）

理事長

理事（4月）

理事（3月）

監事（非常勤）

29,124千円

理事

監事（非常勤）

監事（非常勤）

報　　酬　　年　　額

15,014千円

理事

18,531千円

理事長

理事

18,545千円

14,920千円

監事（非常勤）

理事長

204千円

18,548千円

5,598千円

204千円

204千円

19,076千円

14,823千円

204千円

34,050千円

27,716千円

10,185千円

204千円

33,873千円

204千円監事（非常勤）

33,779千円

2,634千円

204千円

指　　定　　職　・　役　　員　　の　　給　　与　　総　　額

支　給　年　度

18,047千円移行前の最終１年度間　（平成12年度）

報　　酬　　総　　額

指　　定　　職　・　役　　員　　個　　人　　別　　の　　給　　与　　年　　額

支　給　年　度 役　　　職　　　名

移行前の最終１年度間（平成12年度） 所長 18,047千円

理事長 18,628千円



１３　独立行政法人から他の法人等への出向職員数等 引き続き調査中

14 中期計画の数値目標等

計画期間

発足時（１３年４月～１
４年３月）

平成１４年度

平成１５年度

平成１６年度

平成１７年度

15 中期計画期間における特筆すべき研究あるいは業務の成果

１６　平成１８年度における支出の概要 該当なし（当該法人は平成18年度に存在しない）

１７　行政組織から独立行政法人への再就職 該当なし（当該法人は平成19年４月１日現在存在しない。）

１８　独立行政法人から他の法人への再就職 引き続き調査中

１９　出資法人一覧 該当なし（当該法人は平成18年度に存在しない）

　（１）有価証券　（２）固定資産 該当なし（当該法人は平成18年度に存在しない）
２０　平成１８年度における売却資産等の概要

　主催事業については、文部科学省をはじめ関係省庁、青少年団体、民間青少年教育事業者等との連携
協力のもと、青少年教育の推進、青少年活動を全国的に支援するため、青少年教育を担う指導者養成事
業、青少年教育施設のモデルとなる先導的な事業、青少年施策や喫緊な課題に対応する全国的研究協
議、国内外の関係機関との連携事業など、ナショナルセンターとして実施する必要性の高い事業を重点
的に類型・事業ごとに目的、継続性などを検討して、事業の見直し・精選を行った。
　受入れ事業については、青少年教育関係者の多様で主体的な学習活動を促進するため、様々な研修、
交流、体験活動の場や機会を提供するとともに、利用に関する様々な相談に応ずるなどの協力・支援を
行い、平成１７年度においては、平成１２年度と比べ、８０％増の１７８万人の利用があった。
　調査研究事業については、全国の青少年教育施設職員、青少年教育関係機関・団体関係者の様々な活
動の企画・実施に役立つデータや資料を提供するため、国の施策課題、青少年教育の現代的な課題、青
少年事情や青少年を取り巻く社会の状況の変化などの調査や研究を実施した。
　助成事業については、２１世紀を担う子どもの健全な育成を図るため、民間団体が実施する子どもの
体験活動や読書活動などに対して財政的な支援等を行い、団体から、子どもの自主性や社会性が育まれ
た、指導者間・地域間・団体間のネットワークが構築されたなど、ほとんど全ての活動において成果や
効果があったとの回答があった。

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

　　　第１期　　　平成１３年　～　１７年

中　　期　　計　　画　　に　　定　　め　　ら　　れ　　た　　数　　値　　目　　標　　一　　覧

なし

達　成　状　況 評　価　結　果
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